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平成２９年度における東北厚生局が行う業務 
 

※「老健局長通知」とは、参考資料３のこと。 
 
１ 地方厚生局の外部関係者からの意見等の聴取（老健局長通知２(２)関係） 

○ 東北厚生局地域包括ケア推進意見交換会の実施（年２回、県との意見交換会を実施予定） 

（１）第１回（平成２９年６月５日）  

テーマ（内容） ・総合事業及び包括的支援事業に関する課題と市町村支援方策（課題と対応方策） 

・総合事業・包括的支援事業の好事例自治体の取組状況 

・平成２９年度における東北厚生局が行う業務 等 

（２）第２回（平成３０年２月頃を予定） 

 

２ 認知症施策に関する業務（老健局長通知２(４)関係） 

○ 道・県担当者とのブロック会議の開催（北海道厚生局との共催） 

・ ７月下旬～８月上旬頃を予定。具体的な時期とテーマ（内容）は、今後、本省及び北海道厚生局と調整。 

 

３ 地域支援事業に関する業務 

（１）総合事業、生活支援体制整備事業等に係るセミナーの開催（老健局長通知２(３)ア関係） 

・ ６月２７日(火)、青森市において、生活支援体制整備事業に係るセミナーを開催予定。 

・ 今後、第２回目を９月から１０月頃、第３回目を１月から２月頃に開催することを予定。テーマ（内容）は、

初期集中支援チーム、総合事業の取組事例（事例発表）に係るセミナー等を予定。 

・ セミナー等の開催にあたり、各県から情報提供を受けた好事例自治体の視察を随時実施予定。 

※ なお、自治体視察に当たっては、各県を通じて視察をお願いすることとしたいので、ご協力賜りたい。 

 

（２）地域支援事業交付金の交付に関する業務（老健局長通知２(３)イ関係） 

・ 老健局と連携を図りつつ、交付金の執行等を補助（事前協議、当初(変更)交付決定・確定等の内容確認） 

 



 

 

 

４ 地域医療介護総合確保基金（介護分）に関する業務（老健局長通知２の(５)関係） 

・ ５月１１(木)及び１２(金)、各県への介護従事者確保分に係るヒアリングを実施済み。 

・ 今後、基金残高調査（９～１０月頃）、事業量調査（１～２月頃）を実施する予定。 

 

 

５ 介護保険事業計画に関する業務（老健局長通知２(７)関係） 

・ １１月頃、介護保険計画課との調整を踏まえ、第７期介護保険事業支援計画の各県ヒアリングを実施予定。 

 

 

６ その他 

（１） 地域包括ケアシステム等の普及・啓発（老健局長通知２(６)関係） 

 

（２）各県が企画・実施する研修等への協力（参考資料４を参照） 

 

（３）介護保険推進全国サミット（１０月５日(木)・６日(金)、宮城県岩沼市で開催）への協力（参考資料５を参照） 



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

総合事業等に係る普及啓発

基金(介護分)及び地域支援事業交付金関係

地域医療介護総合確保基金（介護分）

地域支援事業交付金 （交付決定関係）　※

（確定関係）　　　　※

介護保険事業（支援）計画関係

その他

県との意見交換会

10/5～6
開催

地域包括ケア推進課長会議、全国会議等

東北厚生局地域包括ケア推進本部

※については業務の一部に携わる。
・ 網掛け部分は平成29年度に新規に行う業務 （地域医療介護総合確保基金については、残高調査と事業量調査）。

介護保険全国推進サミットへの協力

平成２９年度の業務実施予定

総合事業等に係るセミナー等の開催

管内好事例等の視察

地域包括ケアシステムや新オレンジプランに
係る普及啓発（講演依頼への対応等）

認知症担当者とのブロック会議

生活支援体制整備事業

のセミナー

○4/11

部局長会議

随 時 対 応

(仮)初期集中支援チーム

のセミナー

(仮)総合事業の

セミナー

各県と調整の上、随時対応

介護従事者確保分ヒア 残高調査 事業量調査

事前協議～内示
変更分協議、総合事業調整交付金

所要額調査～変更内示交付申請まとめ 変更申請まとめ

前年度実績報告まとめ（過年度再確定への随時対応）

第１回 第2回

本省会議 各県ヒアリング・

報告会議

北海道厚生局との共催（当局で開催）

第１回

○9/12

第2回

○12/12

第3回 第4回

第1回実行委 第2回実行委

全国課長会議

○6/27

○5/11・12

○6/5

○5/17

第3回実行委

老健局各課、認知症介護研究・研修センター等が主催する会議・研修会への参加（随時）

各県会議への参加

○7月上旬

全国会議

 ３


